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トした。その結果,「つながりをとりもどす」と地域を見る 5つの視点という成果をえることができ
た。しかしその一方で,地域（性）を捉えることやその意味を考えることに焦点化しすぎて,視野を
狭めたのかもしれない。自然と命との関係,「いのちをいただき,いのちをいかす」「命の可能性を生
かしきる」という観点から地域学を構想すれば,地域学の組み立てが変わるかもしれない。もっと大
きな世界が開けてくるかもしれない。今後はこの点を地域学の究極の目標のなかに新たに組み込ん
で,地域学を深化させたい。 
もうひとつ,地域学そのものではないかもしれないが,日本ボランティア学会の目指した実践と知
の循環プロセスの構築は,体系化はともかくとして,地域学部が引き受けるべき使命であろう。実際
には,これはかなり困難な課題である。まずは専門知の枠にとどまらず,様々な知に謙虚に学ぶ姿勢
が求められる。さらに,そういう知を集め,共有し,全体を構想する努力をしなければならない。そし
て,成果を地域や現場に返し,再び鍛え上げていく,その辛さに耐えなければならない。大変な仕事で
ある。しかし,越境することは知的な喜びとなるのではないか,挫けそうになりながら互いに励まし
合うことは,得難い経験となるのではないだろうか１３。 
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Ｉ．はじめに 
木材流通は，素材生産業者が伐採した原木が，市場，製材工場等を経て建築用などの製材品に加
工され，住宅建築業者などを通じて最終消費者に渡る過程である。木材流通の特徴は，その過程で
原木から製材品へと商品形態が変わっていく点にある。流通過程に関わる業者は多く，その間で取
引が繰り返されるため，多様な流通ルートにより市場システムが成り立っている（半田 1990）。 
国内の木材需要量のうち，現在は製材用材が約 4 割を占める。新築住宅着工戸数は 1973 年をピー
クに減少しており，金属・プラスチックなど木材以外の建材の普及もあって，2012 年の製材需要量
は 1973 年の 3 分の 1 程度に落ち込んでいる（林野庁 2014）。木材需要全体も低下しており，国産の
原木価格は長らく下落を続け，放置される人工林が増加してきた。一方で，加工・輸送など流通段
階でかかるコストは上昇しており最終製品価格は必ずしも下がっていない。 
日本では 1961 年に木材輸入が自由化された。自由化以前，木材はほぼ国内で自給されていたが，
日本の木材自給率は 2002 年の 18.2 % まで低下を続けた（林野庁 2014）。この間，1999 年には「住
宅の品質確保の促進等に関する法律」が施行されるなど，木材に対する要求は表面の見栄えが優れ
た製材品から，品質・性能の明確な乾燥材や集成材へと変化してきた（農林水産省 2000）。国産材
の低迷には，乾燥され製材・加工された工業製品として輸入される外材に，見栄えはよいが，乾燥
が十分でなく加工に手間のかかる国産材が敬遠されるようになった面もある（藤森 2003）。 
近年，国内の木材産業では各流通段階での低コスト化・合理化，新規需要の開拓など，素材生産
から販売までのシステム改善がすすみつつある（森林・林業基本政策研究会 2002）。以前は国内で
生産される合板原材料のほとんどは外材であったが，2000 年頃から国産材に対応した合板製造技術
の開発が進んできた。針葉樹合板への評価が高まり，「新流通・加工システム」などによって合板用
材の供給・加工体制の整備が進んだことなどにより，ロシアの丸太輸出税の引上げをきっかけにス
ギやカラマツを中心とする国産材針葉樹に転換する動きが急速に進んだ。合板工場の素材入荷量に
占める国産材の割合は，2000 年頃までは数%未満であったが，2000 年代を通じて上がり続けて，2012
年には 70 % 近くとなり，これにともなって木材自給率も 28 % まで回復してきた（林野庁 2014）。 
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鳥取県日野郡日南町は町面積 34,087 ha のうち約 90 % が森林で，古くから林業が盛んな土地であ
る（鳥取県日南町 2012）。しかし他地域同様に，林業の低迷と過疎高齢化にともない林業に携わる
人材は減少し，森林の手入れが行き届かなくなっていた。これに対して日南町は，森林業・木材加
工業の振興や雇用の創出，森林資源の有効活用を図ることを目指して地域再生計画（「地球環境にや
さしい新森林業の形成」）を策定し，2005 年 7 月に内閣府から認定を受けた。これを背景に，2006
年 1 月には日南町の森林所有者が中心となり LVL（単板積層材）製造メーカーを日南町内に設立し
た。日南町産材を材料に LVL の生産が増加することで，日南町の木材生産量は現在約 90,000 m3 に
まで増加した。 
2010 年には，日南町森林組合が管理者となって日南町町有林と町内の大規模森林所有者が参加し，
鳥取県内では初めてとなる FSC 森林認証を取得した。森林認証制度は，環境保全の観点から見て適
切であり，社会的利益にかない，経済的にも継続可能な森林管理を行っている森林を，独立した第
三者機関が評価し認証する制度である。その中でも FSC（Forest Stewardship Council，森林管理協議
会）認証は，透明性が高く，世界的に評価の高い森林認証とされる（長池 2014）。認証を受けた経
営体の生産材が流通過程を通じて区別され，消費者に選択されることで，環境に配慮した持続可能
な森林経営体が支援されることを目指したしくみである。これに加えて日南町では，国内で実施さ
れる森林整備プロジェクト等による温室効果ガスの吸収・削減量をクレジットとして認証する
J-VER（カーボンオフセット・クレジット）の認定も取得している。日南町町有林では 2007～2012
年の間伐地を対象として6,604 トン（2011年6月30日認証），日南町森林組合でもこれとは別に9,826
トン（2013 年 9 月 30 日認証）分の J-VER 認証を取得した。日南町はこのクレジットを販売するこ
とで森林整備資金を得ることができ，これを購入した企業等は，クレジット（他の場所で削減され
た温室効果ガス削減量）で自らの温室効果ガス排出量を相殺することができる。このように日南町
では，新たなしくみを積極的に取り入れ，森林が生み出す新たな価値を取り込んで，林業を振興す
る取り組みが近年積極的に行われている。 
これらの取り組みにより日南町では木材生産量が増加したが，日南町地域産材のブランド化・差
別化，FSC 森林認証・J-VER の有効活用などにより，さらに林業の活性化，発展的なまちづくりを
目指している。そこで本研究では，いくつかの事例と比較しながら日南町の地域産材の流通状況お
よび課題を把握し，今後，日南町の林業・木材産業を持続的に成立させていく方法を考察すること
を目的とした。 
 
II．調査方法 
本研究では既存文献と関係団体へのヒアリング調査をもとに，鳥取県内と近隣府県における林業，
木材流通，木材産業の実態を取りまとめた。鳥取県の木材素材生産量，需要等の近年の動きについ
ては平成 25 年度鳥取県林業統計（鳥取県 2013）ほかを中心にまとめ，近県の原木広域流通に関す
る情報は，伊藤・小菅（2014）を参考にした。 
ヒアリング調査は，木材生産や木材の流通戦略，価格形成実態や現状の課題を調べることを目的
に，日南町内の関係団体と，これと比較する目的で鳥取県東部の A 組合，県内の木材流通に関係す
る団体など計 5 団体を対象に実施した。調査内容は各団体の販売戦略，素材価格形成の現状，課題
などとした。ヒアリング結果には公表すべきでない情報も含まれるため，本稿ではできるだけ固有
名詞を使わずに報告し，ヒアリング実施団体も明らかにしない。 
既存の調査報告とヒアリング結果から，日南町を中心とした県内の木材流通の現状を取りまとめ，
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日南町と東部の A 組合との比較を行った。本論で使用している数値は，主に公表されている資料を
もとにした。以上をもとに，今後の日南町産材の販売戦略などについて検討した。 
 
III．結果 
1.鳥取県全体の近年の傾向 
鳥取県における木材生産について，素材生産量は 2000-2005 年を底に近年は増加傾向で，2005 年
の 125,000 m3 が 2013 年には 230,000 m3 と 1.7 倍に増加した（図 1）。県内各森林組合の中では日南
町森林組合の生産量が最も多く約 90,000 m3， A組合約 32,000m3，B組合約 30,000 m3，C組合約 10,000 
m3，D 組合約 10,000 m3，E 組合約 6,000 m3 などとなっている。鳥取県全体の素材生産量のうち，現
在は約４割が日南町から生産されていることになる。 
鳥取県の素材生産量増加分のうち，製材用（集成材用を含む）の素材生産量は増加しておらず，
増加したのは主に合板用途である（図 1）。2012 年には素材生産量の 51 % が製材用として使われて
いるが，合板用，チップ用がそれぞれ 24 % となった（図 1）。ヒアリングによれば，鳥取県では，
2021 年を目途に素材生産量を 380,000 m3 まで増やす方針とのことであった。 
 
図 1 鳥取県の素材生産量と用途の推移（平成 25 年度鳥取県林業統計（鳥取県 2013）を基に作図） 
 
図 2 鳥取県の素材生産量，需要量と自給率の推移（平成 25 年度鳥取県林業統計（鳥取県 2013）を基に作図） 
図1 鳥取県素材生産量の推移（用途別積み上げ）
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図 3 鳥取県内の主な木材加工施設の分布(白抜きは計画中のもの) 
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チップ用が 56,000 m3 に対して合板用が 580,000 m3 とずば抜けて多い（鳥取県 2013）。 
鳥取県内の合板，集成材，LVL の大規模加工施設は，境港市や南部町，日南町などいずれも西部
に立地している（図 3）。製材所は東部に多く，例えば JAS 認定工場から出荷される製材量は東部
5,714 m3，中部 1,014 m3，西部 2,256 m3（鳥取県 2013）と東部で多いが，合板や集成材に比べると
規模が小さく，原木の大規模な消費先となっていない。このため，県内で生産される並材（B 材）
の多くは現在，合板用として境港市の合板工場に出荷されている（ヒアリング調査による）。 
 
2.日南町における木材生産と加工 
日南町では，行政も協力して，FSC 森林認証・J-VER 認証を有効活用した木材流通を目指してい
る。実際に日南町の素材生産量は近年増加傾向であり，2008 年から 2013 年までの 6 年間で 52,800 m3
から 90,000 m3 に約 1.7 倍増加した（図 4，ただし統計値は 2012 年まで）。ヒアリング調査では，日
南町産の素材に対する評価として，目立った特徴はなく，日南町産材そのものの差別化・ブランド
化はしにくいのではないかとの声を聞いた。 
 
図 4 日南町の素材生産量と用途の推移（平成 25 年度鳥取県林業統計（鳥取県 2013）を基に作図） 
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計画（以下，経営計画）を策定した。素材生産量は 2007 年には 600 m3 にすぎなかったが，その後
急増し，2013 年には 32,000 m3 へと急速に増加した。さらに 2014 年の生産量は 40,000 m3 に達する
見込みである（図 5）。地元の林業事業体育成，森林プランナーの充実，週間実績の徹底管理などに
より，施業の集約化・効率化，生産量の拡大を行っている。 
A 組合では，生産量の 2 割を占める A 材（良質材，角材のとれる真っ直ぐなもの）は，製材用材
として原木市場に卸されている（図 5）。全体の 7 割を占める B 材（並材，A 材に劣るが利用可能な
もの）は合板用として，境港の加工工場向けに出荷されている。原木市場に出荷された A 材の最終
用途は追跡できないが，最終的には多くが合板になっている可能性がある，とのお話もうかがった。
残りの 1 割（C 材）はチップ用材として，県内に出荷されている。日南町と同様にここでも J-VER
認証が取得されているが，少量のみとのことであった。材の差別化・ブランド化は追わず，まとま
った量の素材を安定的に供給していくことを目指すとのことであった。 
 
IV．考察 
国内の合板加工業界では，外国産材の価格上昇などにより原材料として国産の並材を求める傾向
が強まっている（伊藤・小菅 2014）。鳥取県内の木材需要動向では，合板用途の引き合いが近年増
えていることが特徴といえる。しかし鳥取県内の木材自給率は 30 % 弱にとどまっており（鳥取県
2013），県外からの素材流入量が 110,000 m3 にのぼっている（伊藤・小菅 2014）実態から，素材生
産が増加しても，需要側にはそれを引き受ける余裕がある状況である。また，八頭町内での木材チ
ップ工場建設や，鳥取市での木質バイオマス発電所の計画（図 3）など，鳥取県内でも現在，木質
バイオマスの利用増加に関連する動きが活発化している。例えば 2015 年 3 月に稼働した境港市の大
規模木質バイオマス発電所は，年間 100,000 m3 の木材チップを使用する計画（会社資料）であり，
これには県内で発生する間伐材や未利用の林地残材活用が期待されている。県内での木材需要量は
今後さらに高まることが予想されるため，鳥取県では現在，素材の安定供給体制構築が重視されて
いる。素材生産に関しては，年間を通しての素材の安定供給，特に県内に複数点在するチップ工場
への原木の安定供給が期待されるとともに，今後は木質バイオマスの証明制度への対応が必要とな
ることが想定される。 
中国地方各県の木材生産では，地元に立地する大型の木材需要者に向けた素材生産が行われてい
ることが特徴といわれている（伊藤・小菅 2014）。例えば，素材生産量が安定している岡山県では，
良質材である A 材の生産が多く，製材用が 81 % を占めて従来型製材産地としての地位を保ってい
るが，大規模合板工場，LVL 工場が立地する鳥取県・島根県では近年，合板用の素材生産量が増加
しているのがその例である。合板，LVL や製紙工場が求める木材は良質材である A 材ではなく，並
材である B 材，C 材であり，このような傾向は，良質材生産のための手入れが十分ではない地域に
おける森林資源の利用用途として妥当な傾向と評価されている（伊藤・小菅 2014）。 
鳥取県内の素材生産事業体にとって，まずは効率的な並材生産の増加が課題であり，今回紹介し
た A 組合の動きはこれに合致したものと評価できる。一方日南町では，町産材の差別化・ブランド
化を目指している。FSC 森林認証や J-VER 取得もそれに沿ったものであるが，林業地としての日南
町と日南町産材には目立った特徴がないとの指摘から，素材そのものの短期間での差別化やブラン
ド化は難しいと考えられる。しかし日南町では，良質材の生産ではなく，現在の需要動向に沿った
並材の生産を増やしながら，その加工（LVL 生産）までを町内で実現し，町内で木材に付加価値を
つける特徴的な加工システムが構築されている。日南町における林業・木材産業の振興を考えると
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急増し，2013 年には 32,000 m3 へと急速に増加した。さらに 2014 年の生産量は 40,000 m3 に達する
見込みである（図 5）。地元の林業事業体育成，森林プランナーの充実，週間実績の徹底管理などに
より，施業の集約化・効率化，生産量の拡大を行っている。 
A 組合では，生産量の 2 割を占める A 材（良質材，角材のとれる真っ直ぐなもの）は，製材用材
として原木市場に卸されている（図 5）。全体の 7 割を占める B 材（並材，A 材に劣るが利用可能な
もの）は合板用として，境港の加工工場向けに出荷されている。原木市場に出荷された A 材の最終
用途は追跡できないが，最終的には多くが合板になっている可能性がある，とのお話もうかがった。
残りの 1 割（C 材）はチップ用材として，県内に出荷されている。日南町と同様にここでも J-VER
認証が取得されているが，少量のみとのことであった。材の差別化・ブランド化は追わず，まとま
った量の素材を安定的に供給していくことを目指すとのことであった。 
 
IV．考察 
国内の合板加工業界では，外国産材の価格上昇などにより原材料として国産の並材を求める傾向
が強まっている（伊藤・小菅 2014）。鳥取県内の木材需要動向では，合板用途の引き合いが近年増
えていることが特徴といえる。しかし鳥取県内の木材自給率は 30 % 弱にとどまっており（鳥取県
2013），県外からの素材流入量が 110,000 m3 にのぼっている（伊藤・小菅 2014）実態から，素材生
産が増加しても，需要側にはそれを引き受ける余裕がある状況である。また，八頭町内での木材チ
ップ工場建設や，鳥取市での木質バイオマス発電所の計画（図 3）など，鳥取県内でも現在，木質
バイオマスの利用増加に関連する動きが活発化している。例えば 2015 年 3 月に稼働した境港市の大
規模木質バイオマス発電所は，年間 100,000 m3 の木材チップを使用する計画（会社資料）であり，
これには県内で発生する間伐材や未利用の林地残材活用が期待されている。県内での木材需要量は
今後さらに高まることが予想されるため，鳥取県では現在，素材の安定供給体制構築が重視されて
いる。素材生産に関しては，年間を通しての素材の安定供給，特に県内に複数点在するチップ工場
への原木の安定供給が期待されるとともに，今後は木質バイオマスの証明制度への対応が必要とな
ることが想定される。 
中国地方各県の木材生産では，地元に立地する大型の木材需要者に向けた素材生産が行われてい
ることが特徴といわれている（伊藤・小菅 2014）。例えば，素材生産量が安定している岡山県では，
良質材である A 材の生産が多く，製材用が 81 % を占めて従来型製材産地としての地位を保ってい
るが，大規模合板工場，LVL 工場が立地する鳥取県・島根県では近年，合板用の素材生産量が増加
しているのがその例である。合板，LVL や製紙工場が求める木材は良質材である A 材ではなく，並
材である B 材，C 材であり，このような傾向は，良質材生産のための手入れが十分ではない地域に
おける森林資源の利用用途として妥当な傾向と評価されている（伊藤・小菅 2014）。 
鳥取県内の素材生産事業体にとって，まずは効率的な並材生産の増加が課題であり，今回紹介し
た A 組合の動きはこれに合致したものと評価できる。一方日南町では，町産材の差別化・ブランド
化を目指している。FSC 森林認証や J-VER 取得もそれに沿ったものであるが，林業地としての日南
町と日南町産材には目立った特徴がないとの指摘から，素材そのものの短期間での差別化やブラン
ド化は難しいと考えられる。しかし日南町では，良質材の生産ではなく，現在の需要動向に沿った
並材の生産を増やしながら，その加工（LVL 生産）までを町内で実現し，町内で木材に付加価値を
つける特徴的な加工システムが構築されている。日南町における林業・木材産業の振興を考えると
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き，これを活かすことが重要と思われる。 
日南町から出荷されるLVLは現在，その 9割以上が個人住宅に使用されているとのことであった。
例えば，構造材の全てと造作材の一部に LVL を使用して個人住宅を建てれば，一棟につき約 15～
20 m3 の LVL 使用が見込める。まとまった数量を扱うハウスメーカーとの取引ができれば，販路拡
大と安定的な出荷が期待できる。大手の業者と取引を行うには，LVL の現在の生産量と規格では不
十分な点があるとのことで，2015 年 1 月には第二工場が竣工している。ただし，新築住宅着工戸数
は全国的に減少しており，増税など景気動向の影響を大きく受けることには留意が必要である。 
日南町では，このような成果を土台に，今後の林業・木材産業活性化をめざすことになる。日南
町が努力してきた方向は素材そのものの差別化ではないが，FSC 認証林から生産された並材による
LVL，という木材加工品への付加価値付けを指向したもの，と整理することができる。原材料の産
地による差別化が難しい加工材にあって，日南町産 LVL の販売に，「FSC 森林認証」を活用するこ
とで販路拡大や差別化を目指すことが期待される。今後は日南町内での木材加工の多様化，多様な
広報や販売先の拡大により町産材のイメージアップをすすめていくことが，日南町の林業・木材産
業の活性化や，地域の持続可能性につながっていくものと考える。性急な変化ではなく，息の長い
体質改善が重要であろう。 
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